予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　ぎふ起業応援マーケット開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　商業・金融課　経営支援係　電話番号：058-272-8374
E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  600千円（前年度予算額：840千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産

収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	840
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	840

	要求額
	600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	600

	1月29日時点
査定額
	600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	600

	決定額
	508
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	508


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
少子高齢化と人口減少の中、地域経済の活力を高めていくためには、若者や女性の積極的な参画と活躍推進が不可欠であり、若者や女性をはじめとした新たな地域経済の担い手を創出し、雇用の場の確保と産業の新陳代謝を図るためには、創業の促進が必要である。
（２）事業内容

新たに起業・創業する方や起業・創業後間もない方（以下「創業希望者等」という。）を支援するため、起業・創業を応援する先輩企業経営者や資金調達を支援する金融機関等とのマッチングの場である「ぎふ起業応援マーケット」を開催する。

創業希望者等よりビジネスプランを募集のうえ選考、選考通過者は、年１回開催する「ぎふ起業応援マーケット」で、先輩企業経営者や金融機関等の支援者へビジネスプランのプレゼンテーションを行う。

プレゼンテーション発表者には、先輩企業経営者や金融機関等より、今後の指針ともなる率直な意見やアドバイスが受けられるほか、後日、更なるアドバイスや支援等を受ける場として、ビジネスプランに関心を持った先輩企業経営者から個別面談の機会が提供される。
　（３）県負担・補助率の考え方
新たな地域経済の担い手を創出し、雇用の場の確保と産業の新陳代謝を図ることについては公益性があり、県で負担することが適当である。
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	92
	選考会委員、マーケット進行者謝金等

	旅費
	102
	選考会委員費用弁償、打ち合わせ業務旅費

	需用費
	127
	開催に係る消耗品、募集チラシ作製等

	役務費
	196
	募集チラシ配布ほか通信費用

	その他
	83
	会場使用料

	合計
	600
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　

　広報関係経費については、広報課計上とします。



４　参考事項
（１）国・他県の状況
・国は創業者・第二創業者向けに創業・第二創業促進補助金により支援を行っている。
・他県のいくつかでは本事業と同様、創業希望者等が先輩企業経営者に対しビジネスプランを発表することによって、先輩企業経営者より多面的な支援が受けることができるマッチングの場の開催を行っている。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
創業希望者等に対し、先輩企業経営者や金融機関等とのマッチングの場を提供することにより、創業時に必要な多面的な支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	
指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	開業率

（雇用保険事業年報）
	
	
	4.1％
(H24)
	4.5％

（H25）
	
	

	マーケット開催による支援件数
	
	人

( )
	人

( )
	7人
(H27)
	6人
(H28)
	117％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	【開催日】平成２７年８月２４日
【発表者】７人（応募者　１５人）

【支援者】先輩企業経営者１１人、金融機関等８社



（前年度の成果）

	先輩企業経営者や金融機関等から、商品やサービスの内容、顧客ターゲット、料金体系、販路開拓方法など多方面にわたるアドバイスが行われた。また、延べ１８件の個別面談の機会が、先輩企業経営者から創業希望者等７人に対して提供された。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	創業希望者が自身のビジネスプランに対して先輩企業経営者からアドバイスを受けたり、販路や資金といった経営支援の提案を受けたりする機会がほとんどないため、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	先輩企業経営者や金融機関等から多方面にわたるアドバイスがあり、個別面談の機会も提供されるなど、事業の有効性が認められる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 ○
	（公財）岐阜県産業経済振興センターと連携し、プレゼン方法やプレゼン資料のブラッシュアップ支援、発表後のフォローアップ支援を行うこととしており、事業の効率化図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
先輩企業経営者との個別面談結果など、発表者へのフォローアップ調査を行い、事業効果の把握と改善点の洗い出しを行う。
創業希望者等への事業の周知を図るため、対象企業の抽出・把握が課題であり、また、発表者メリットの訴求力を高めるため、具体的な支援実績の蓄積が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き、先輩企業経営者や金融機関等とのマッチングの場を提供することにより、創業時に必要な多面的な支援を図っていく必要がある。



